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賃金改善の動きが続く
−家計消費は現状・見通しともに上昇−
第35回連合総研「勤労者短観」調査結果の概要(2018年4月実施)

松山　遙
日比谷パーク法律事務所

弁護士

報 告

1．調査対象：
　株式会社インテージのインターネットアンケートモニター
登録者のなかから、居住地域・性・年代・雇用形態で層
化し無作為に抽出した、首都圏ならびに関西圏に居住す
る20 ～ 64歳の民間企業雇用者2,000名

2．調査時期：
　2018年４月１日～５日

3．調査方法：
　インターネットによるＷＥＢ画面上での個別記入方式

4．回答者の構成：

5．調査項目：
⑴  定点観測調査
　［景気・仕事・生活についての認識］
・�景気、物価、労働時間、賃金、失業、仕事、生活
等に関する状況認識について

⑵  ４月準定点観測調査
　［家計についての認識］
・家計の状況と消費行動・貯蓄行動について

　［３年後の経済状況や５年後の自身の賃金見通し］
・�３年後の景気・雇用情勢・企業業績・物価・賃金・
世帯収入に関する見通し、５年後の賃金見通しにつ
いて

⑶  トピック調査１
　［暮らしに関する将来不安］
・�自身や家族の暮らしに関する将来不安の程度・要
因、将来不安を払拭するための対策・要望について

⑷  トピック調査２
　［仕事の能力や知識の向上についての実態と意識］
・�過去1年間の職業能力開発・教育訓練の実態と意
識、過去1年間における自己啓発の実態と意識、職
業能力開発や自己啓発の必要性に対する認識、職
業能力開発や自己啓発に関する相談相手について

⑸   トピック調査３
　［2017年衆議院総選挙における投票行動と支持政党］

調査実施要項

　本稿では、2018年 4月初旬に実施した第35回連合
総研「勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート（勤
労者短観）」の結果概要を紹介します。本調査は、連
合総研が毎年 4月と10月に定期的に実施しています
が、第 35回調査では、毎回実施している仕事と暮ら
しに関する意識変化をとらえるための定点観測調査に
加えて、隔回で実施している「家計の経済状況」、「３
年後の経済状況や５年後の自身の賃金見通し」、さら
にトピックス調査として、「暮らしに関する将来不安」、
「職業能力開発・教育訓練に関する実態と意識」「2017
年衆議院総選挙における投票行動と支持政党」といっ
たテーマで調査を行いました。
　本稿は紙幅の関係から結果の概要の一部のみの紹
介となっていますので、詳しくは連合総研ホームペー
ジ（http://www.rengo-soken.or.jp）または、報告書
をご覧ください。

単位：％、（　）内は回答者数

※四捨五入により行の合計が100.0％にならないことがあります。

１. �景況や物価、仕事に関する認識と
賃金の状況

◆景気が悪化したとの認識はやや
弱まっており、勤め先の経営状況
は悪化との見方は、引き続き改善
している。
◆賃金改善の動きが続いている。

２. 最近の家計の経済状況
◆世帯収入は改善傾向にあるもの
の、依然として約３割は世帯収支
が赤字としている。

３.  �３年後の経済状況や５年後の自
身の賃金見通し

�◆３年後の景気が悪くなると回答
した人が前年より増加。

４.  �暮らしに関する将来不安
�◆男女とも、いずれの年齢層にお
いても、6割程度が将来不安を感
じている。

◆将来不安の程度が大きくなるに
つれ、「消費抑制」を選択する割
合が高くなる。

５.  �仕事の能力や知識の向上につ
いての実態と意識

�◆過去1年間にOFF-JTを受けた割
合は、20代、30代で２割台。
◆現在の仕事に関する知識等を深
める必要性を６割超が認識。
◆職業能力開発や自己啓発に関す
る相談相手がいない人は約５割。

調査結果の
ポイント
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調査結果の概要（一部抜粋）

Ⅰ　勤労者の生活と仕事に関する意識

 ・1年前と比べた景気認識D.I.値はマイナス５.4と、
前回調査から改善している。１年後の景気見通し
D.I.値は、マイナス10.9と、前回調査（マイナス14.4）
よりも、景気が悪化するとの認識は弱まっている。

１年前と比べた景気の見方と１年後の景
気見通しは改善（QR2、QR3）

図表1　�1年前と比べた景気認識と1年後の景
気見通し（D.I.）

（注1）  D.I.＝{ ｢かなり良くなった（かなり良くなる）｣ ×1＋ ｢や
や良くなった（やや良くなる）｣ ×0.5＋ ｢変わらない｣ ×
0+ ｢やや悪くなった（やや悪くなる）｣ ×（−0.5）+ ｢かな
り悪くなった（かなり悪くなる）｣ ×（−1）}÷回答数（｢わ
からない｣「無回答（10年10月調査まで）」を除く）×100

（注2） 第21回調査（11年4月）以降の集計対象は20～ 64歳、第
20回調査（10年10月）以前は20～ 59歳

◆景気、物価に対する意識

◆仕事に関する意識

 ・1年前と比べた物価認識D.I.値は、プラス37.0と、
前回調査から上昇した。
　また、1年後の物価見通しD.I.値はプラス38.8とな
っており、物価の上昇が続くとの認識はやや強まって
いる（前回調査における1年後の物価見通しD.I.値は
プラス35.4）。

物価が上昇したとの認識は、引き続き増
加（QR15、QR16）

図表２　�1年前と比べた物価認識と1年後の物
価見通し（D.I.）

（注1）  D.I.＝{ ｢かなり上がった（かなり上がる）｣×1＋ ｢やや上
がった（やや上がる）｣×0.5＋ ｢変わらない｣×0＋｢やや下
がった（やや下がる）｣ ×（−0.5） ＋ ｢かなり下がった（か
なり下がる）｣×（−1）}÷回答数（｢わからない｣「無回答（10
年10月調査まで）」を除く）×100

（注2）  第21回調査（11年4月）以降の集計対象は20 ～ 64歳、第
20回調査（10年10月）以前は20 ～ 59歳

図表３　今後1年間に失業する不安を感じる割合

（注1）失業不安を＜感じる＞＝「かなり感じる」＋「やや感じる」
（注2）  第21回調査（11年4月）以降の集計対象は20～64歳、第

20回調査（10年10月）以前は20～59歳

 ・今後1年くらいの間に自身が失業する不安を＜感じ
る＞割合は、全体で27.9%と、前回調査（28.2%）か
らわずかに低下したものの、3割近くが失業不安を感
じるという、高い水準にある。

失業不安は低下傾向にあるが、3 割近
くが不安を感じている（ＱＲ8）
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 ・１年前と比べた賃金収入増減D.I.値を就業形態
別、業種・規模別にみると、正社員はプラス6.3（2017
年4月調査：プラス2.6）、非正社員はマイナス0.6

（2017年4月調査：マイナス4.7）となっており、昨
年の同時期から改善している。
　正社員に着目すると、99人以下の製造業を除い
て、賃金収入増減D.I.値がプラスとなっている。
 ・賃金収入見通しD.I.値をみると、非正社員に、賃
金が減少するとの見方が強い。

賃金改善の動きが続く（QR９、QR10）

図表４　賃金収入の増減実績と見通し（D.I.）
（就業形態別、正社員について業種・従業員規模、労組有無別）

（注1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注2）  QR1で1年前は「働いていなかった」、1年前の就業状態は

「わからない」とした回答者を除いて集計
（注3） 1年前と比べた賃金収入D.I.={「かなり増えた」×1＋「や

や増えた」×0.5＋「変わらない」×0＋「やや減った」×（−
0.5）＋「かなり減った」×（−1）}÷回答数（｢わからない｣
を除く）×100

（注4） 1年後の賃金収入見通しD.I.={「かなり増える」×1＋「やや
増える」×0.5＋「変わらない」×0＋「やや減る」×（−0.5）＋「か
なり減る」×（−1）}÷回答数（｢わからない｣を除く）×100

Ⅱ　最近の家計の経済状況

過去１年間の世帯収支について、依然、
３割近くが＜赤字＞としている（QT１）

◆家計の収支

 ・過去１年間の世帯収支が＜赤字＞とする割合は
依然として高く、３割近く（27.4％）である。過去
の調査と比べても、傾向は変わらない。

図表５　過去１年間の世帯収支の状況

（注１）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注２） 過去１年間の世帯収支が＜赤字＞＝「かなり赤字」＋「や

や赤字」、＜黒字＞＝「かなり黒字」＋「やや黒字」。
（注３） 過去１年間の世帯収支D.I.＝{「かなり黒字」×1＋「やや黒 

字」×0.5＋「収支トントン」×0＋「やや赤字」×（−0.5）＋
「かなり赤字」×（−1） }÷回答数（「わからない」を除く）×
100

（注１）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注２） 13項目の費目のうち、一つでも切り詰めていると回答し

たものを集計
（注３） 世帯収入見通しについて、＜増える＞=「かなり増える」

+「やや増える」、＜減る＞＝「やや減る」+「かなり減る」

図表６　世帯で何らかの費目で支出を切り詰めて
　　　　いる割合（属性別）

 ・７割以上（73.9％）が、何らかの費目で支出を
切り詰めていると回答している。この割合は、前
回調査から、やや増加している。
・属性別にみると、特に、非正社員、世帯収入が＜
減る＞とする人、世帯収支が「悪化する」とする
人の世帯で、切り詰めを行っている割合が高い。
・世帯収支が「改善する」とする人でも、約８割
が支出の切り詰めを行っている。

７割超が何らかの費目で支出を切り詰め
ている（QT５、 QR12、 QT４）
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第35回連合総研「勤労者短観」調査結果の概要(2018年4月実施)
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（注1）＜増える＞= ｢かなり増える｣ ＋ ｢やや増える｣、＜減る＞
= ｢かなり減る｣ ＋「やや減る」、＜良くなる＞= ｢かなり
良くなる｣ ＋ ｢やや良くなる｣、＜悪くなる＞ ｢かなり悪く
なる｣ ＋「やや悪くなる」、＜上がる＞= ｢かなり上がる｣ ＋
｢やや上がる｣、＜下がる＞= ｢かなり下がる｣ ＋「やや下
がる」

（注2） 今回調査　Ｎ=1693

（注1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注2） ５年後の賃金は現在と比べて＜高くなる＞＝「かなり高く

なると思う」＋「やや高くなると思う」、＜低くなる＞=「や
や低くなると思う」＋「かなり低くなると思う」

（注1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注2） ＜感じる＞＝「非常に感じる」+「やや感じる」、＜感じな

い＞＝「あまり感じない」+「まったく感じない」 

図表７　現在と比べた３年後の経済の状況
　　　  （20～54歳）

図表８　自身の５年後の賃金見通し
　　　  （20～54歳　属性別）

図表９　�自身や家族の暮らしに関する将来不安の
有無（就業形態、性・年齢層別）

Ⅲ　中期の見通しに関する意識

Ⅳ  暮らしに関する将来不安

３年後について景気が悪くなると回答した
人が増加（QT６、 QT７）

５年後の賃金が高くなると回答した人は
約３割（QT8）

男女とも、いずれの年齢層においても、６
割程度が不安を感じている（QT10）

◆中期的な経済状況や賃金の見通し

◆自身や家族の暮らしに関する将来不安の程度・要因

 ・３年後の景気について、今より＜良くなる＞と
期待する人は17.3％と、前回調査（18.1％）から減
少した。また、景気が＜悪くなる＞と回答した人は
35.7%と、前回調査（32.3％）から増加した。
・３年後の自身の賃金収入について、今より＜上が
る＞と回答した人は24.6％と、前回調査（22.8％）
から増加した。

 ・自身の5年後の賃金は今と比べ＜高くなる＞と回
答した人は31.7％（前回調査29.9％）となり、＜低
くなる＞とした17.5%（前回調査17.1%）よりも多か
った。
・＜高くなる＞と回答した人は、属性別にみると、
雇用形態では正社員で、年齢層では若い世代で、そ
れぞれ相対的に多かった。

 ・自身や家族の暮らしについて、将来不安の有無を
たずねたところ、不安を＜感じる＞が62.0％、「どち
らともいえない」が27.6％、＜感じない＞が10.5％で
あった。
 ・就業形態別に＜感じる＞の割合をみると、非正社
員のほうが高いが、正社員も6割近い（正社員58.8％、
非正社員68.0％）。
 ・また、性・年齢層別にみると、＜感じる＞の割合
は6割程度で大きな差はない。
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図表12　�過去1年間に、会社で仕事の能力や知識を高め
る経験をした割合（就業形態別、複数回答）

 ・ 将来不安を払拭するための対策についてたずねた
ところ、「貯蓄や資産運用」、「消費の抑制」、「健康維
持のための努力」の順で回答した割合が高い。就業
形態、性・年齢層別にみるといずれも「貯蓄や資産
運用」と「消費の抑制」と回答した割合が高い。
 ・ 一方、30代の男女で「万一に備えた保険加入」が
上位にくるほか、女性は幅広い年齢層で「健康維持
のための努力」、男性は「特に何もしていない」が上
位にくるなど、性別・世代による特徴もみられる。

自身で行う対策は「貯蓄や資産運用」
「消費の抑制」「健康維持のための努力」
（QT12）

 ・将来不安を払拭するための対策の上位3つにつ
いてみてみると、将来不安の程度が大きくなるに
つれて「消費の抑制」を選択する割合が高くなる。
また、過去1年間の賃金年収額が低くなるにつれて

「消費の抑制」を選択する割合が高くなる。
 ・一方、「貯蓄や資産運用」や「健康維持のための努 
力」は「消費の抑制」と比べて、賃金年収額や将来
不安の程度による関係性はみられない。

 ・過去1年間に、会社で仕事の能力や知識を高める
ことにつながる指導や助言を受けた経験等がない
割合は、正社員で36.0％、非正社員で46.7％となっ
ている。
 ・正社員のほうが、非正社員に比べて、仕事上の指
導や助言、社内のミーティング等を通じて、社内にお
いて仕事の能力等を高める経験の機会があると認識
している。

（注１）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注２）「特に何もしていない」は排他の選択肢
（注３）丸文字は比率の順位（第３位まで表示）

（注）�（　）内は、回答者数（Ｎ）。QT12で「貯蓄や資産運用」、
「消費の抑制」、「健康維持のための努力」と回答した人に
ついて集計

（注１）（　）内は回答者数（N）
（注2）「この中に受けたり行ったことはない」は排他の選択肢

将来不安の程度が高くなると、その払拭
のために消費抑制を行う割合は高くなる

（QT12、QT10、 f９（1））

過去1年間、会社で仕事の能力や知識の
向上につながる経験のなかった割合は、正
社員は 36％、非正社員は約 47％（QT15）

◆過去1年間の職業能力開発・教育訓練の実態と意識

Ⅴ　仕事の能力や知識の向上についての実態と意識

図表10　�将来不安を払拭するためにしていること、
しようと考えていること（就業形態、性・
年齢層別）（複数回答）

図表11　�「貯蓄や資産運用」「消費の抑制」「健康
維持のための努力」の選択割合（将来不
安の有無、賃金年収別）（複数回答）

◆将来不安を払拭するための対策・要望
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第35回連合総研「勤労者短観」調査結果の概要(2018年4月実施)

 ・過去1年間に、仕事に関連して自発的に職業能力
の開発をはかるための学習（自己啓発）を行った
割合は、正社員32.6％、非正社員19.4％と、正社員
が非正社員を大きく上回っている。さらに、従業
員規模の大きい正社員ほど、自己啓発を行った割
合が高くなっている。
 ・年代別でみると、20代で約35%、30代で約33%にと
どまっており、20 ～ 30代の3人に2人は過去1年間に、
自己啓発を行っていない。

 ・過去1年間にOFF-JT（普段の仕事から離れて参
加する研修や講習会など）を受けた割合は、正社
員23.5％、非正社員11.6％と、正社員が非正社員を
大きく上回っている。
 ・正社員については、従業員規模が1000人以上で
は31.7％、99人以下では14.4％と、従業員規模によ
って大きな開きがある。
 ・年代別でみると、OFF-JTを受けた割合が、20代では
４人に１人、30代では５人に１人と、20 ～ 30代におい
ても低い割合にとどまっている。

自己啓発を行った割合は、正社員が３人
に１人、非正社員が５人に１人（QT18）

過去1年間にOFF-JTを受けた割合は、
20代、30代でも２割台（QT16）

◆過去１年間における自己啓発の実態と意識

（注１）（　）内は回答者数（Ｎ）
（注２）QT16で「はい」との回答を「過去1年間にOFF-JTを受

けた」、「いいえ」を「過去1年間にOFF-JTを受けていない」
とした

（注１）（　）内は回答者数（Ｎ）
（注２）QT18で「はい」との回答を「過去1年間に自己啓発を行

った」、「いいえ」を「過去1年間に自己啓発を行っていない」
とした

 ・勤め先の会社による職業能力支援や自己啓発支
援への満足度について、＜不満＞（29.8%）が＜満
足＞（14.3%）を15％程度上回っている。
　就業形態別にみると、「どちらでもない」が正社
員（54.0％）、非正社員（59.9％）と、ともに５割
を超えている。
・正社員では、＜満足＞の割合が15.5％、＜不満＞
の割合が30.5％、非正社員では、＜満足＞の割合
が11.9％、＜不満＞の割合が28.3％と、正社員、非
正社員ともに、＜不満＞の割合が＜満足＞の割合
を上回っている。

会社の職業能力開発や自己啓発支援への満足
度について、正社員、非正社員ともに、＜不満＞
の割合が＜満足＞の割合を上回る （QT20）

図表13　過去１年間においてOFF-JTを受けた割合
　　　　（就業形態別、従業員規模別、年代別）

図表14　過去１年間に、自己啓発を行った割合
　　　　（就業形態別、従業員規模別、年代別）

図表15　�会社の職業能力開発や自己啓発支援への
満足度（就業形態別、従業員規模別）
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図表18　�過去1年間に能力開発や自己啓発の経験
がある割合（相談相手の有無別）

 ・ 仕事に関する専門知識・技術を深めるための研
修の必要性について、「現在の仕事に関する専門知
識・技術を深めるための研修」（62.6％）、「現在の
仕事に関連する分野以外の専門知識・技術を習得
するための研修」（54.6％）、「新技術への対応など、
将来取り組むべき業務に向けた研修」（57.4％）と、
いずれの研修も半数以上の人が必要性を認識。
 ・ いずれの研修に対しても、正社員のほうが非正
社員よりも必要性を認識している。

仕事に関する専門知識・技術を深めるための研修の
必要性について、いずれの研修に対しても、正社員の
ほうが非正社員よりも必要性を認識している（QT21）

 ・「頼りになる相談相手がいる」という人は、「相談
できる人はいない」という人に比べて、過去1年間に
OJT、OFF-JTおよび自己啓発の経験がある割合がい
ずれも高くなる。

 ・能力開発や自己啓発について、頼りになる相談
相手をたずねたところ、正社員・非正社員いずれ
も「相談できる人はいない」と回答した割合が最
も高い。
 ・正社員・非正社員いずれも「会社の上司」および 

「会社の同僚」は２割超となっている。
　一方、正社員・非正社員いずれも「会社の人事・
教育部門」および「労働組合」は１割未満となっている。

頼りになる相談相手がいる人は能力開発や
自己啓発を経験した割合が高い（QT24、
QT14、QT16、QT18）

（注１）（　）内は回答者数（N）
（注２）＜感じる＞＝「強く感じる」＋「ある程度感じる」
　　　 ＜感じない＞＝「あまり感じない」＋「感じない」

（注１） （　）内は、回答者数（N）
（注２） 「相談できる人はいない」は排他の選択肢

（注１）（　）内は、回答者数（N）
（注２）「頼りになる相談相手がいる」はQT24でいずれかの相

談相手がいると回答した人について集計

能力開発や自己啓発について相談相手
がいない人は約５割（QT24）

◆職業能力開発や自己啓発の必要性に対する認識

図表16　研修の必要性（就業形態別）

図表17　�能力開発や自己啓発について、頼りにな
る相談相手（就業形態別、複数回答）

（注１）（　）内は回答者数（N）
（注２）＜満足＞＝「満足している」＋「やや満足している」
　　　 ＜不満＞＝「やや不満である」＋「不満である」

◆職業能力開発や自己啓発に関する相談相手
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